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Ⅰ 調 査 要 領 

 

1 調査目的 

県内発注企業の生産動向や外注利用状況を的確に把握することにより，県内中小企業施策の

推進に資する。 

   

2 調査対象 

  公社に登録されている県内の発注企業 508 事業所 

 

3 調査項目 

  別紙調査票のとおり 

 

4 調査方法 

  郵送によるアンケート方式 

 

5 調査時点 

  平成 23 年 7 月 1 日現在 

 

6 回答状況 

  回答企業 134 事業所(26.4％) 

 

Ⅱ 回答企業の概要 

１ 地域別 
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 2 資本金別 

 

 

3  従業員別 
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Ⅲ 調 査 結 果 

1 生産現況 

  生産現況については，「増加した企業」の割合が昨年度比 6.6 ポイント減の 37.1％となった。 

「減尐した企業」の割合は昨年度比 4.6 ポイント減の 27.3%となった。  (有効回答 132 事業所) 

 

 

2 今後 6 か月先の生産見通し 

 今後 6 か月先の生産見通しについては，「増加するとした企業」の割合が昨年度比 6.4 ポイン

ト増の 31.0％となった。「減尐するとした企業」の割合は昨年度比 3.6 ポイント減の 11.6％とな

った。                            (有効回答 129 事業所) 

 

6.3% 

81.0% 

12.7% 

43.7% 

31.9% 

24.4% 

37.1% 

27.3% 

35.6% 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

増加した 減尐した 横ばい 

平成２１年 

平成２２年 

平成２３年 

17.9% 

26.8% 

35.7% 

19.6% 

24.6% 

15.2% 

41.3% 

18.9% 

31.0% 

11.6% 

38.8% 

18.6% 

0% 

5% 

10% 

15% 

20% 

25% 

30% 

35% 

40% 

45% 

増加 減尐 横ばい 見通し難 

平成２１年 

平成２２年 

平成２３年 



4 

3 外注(発注)量の現況 

  外注(発注)量の現況については，「増加した企業」の割合が昨年度比 0.7 ポイント増の 36.4％

となった。                            (有効回答 129 事業所) 

 

4 今後 6 か月先の外注(発注)量の見通し 

 6 か月先の外注(発注)量の見通しについては，「増加するとした企業」の割合が，昨年度比 1.4

ポイント増の 22.8％となった。また，「減尐するとした企業」の割合は，昨年度比 2.4 ポイント

減の 12.6％となった。                       (有効回答 127 業所) 
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5 総生産額に占める外注依存の割合 ※購入品を除いた加工外注の割合 

  総生産額に占める外注依存の割合については，「30％以下」とする企業が 63.1％を占めている。                                

(有効回答 130 事業所) 

 

 

6 外注(協力工場)の企業数 ※下請代金法の対象となる中小企業 

  外注(協力工場)の企業数については，「30 社以内」とする企業が全体の 64.3％を占めている。 

                                 (有効回答 126 事業所) 
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7 外注(協力工場)数の県内・県外別 

  協力工場に占める県内企業の割合は 32.5％，県外企業の割合は 67.5％となっている。 

地域別に見ると，県南，県西地域では県外の割合が高くなっている。 

                                 (有効回答 126 事業所) 

地域 回答企業数 全協力工場数 県内工場数比率 県外工場数比率 

県北 29  1,711  
  718 社   993 社 

  42.0%   58.0% 

県南 39  1,940  
  504 社   1,436 社 

  26.0%   74.0% 

県西 37  1,357  
  388 社   969 社 

  28.6%   71.4% 

鹿行 11  371  
  181 社   190 社 

  48.8%   51.2% 

県央 10  316  
  61 社   255 社 

  19.3%   80.7% 

合計 126  5,695  
  1,852 社   3,843 社 

  32.5%   67.5% 

 

8 茨城県外への外注利用の要因 

(1) 茨城県外へ外注している内容 

   「切削・研削加工」が 48.3％となっており, 以下「プレス加工」,「表面処理（メッキ・塗

装・熱処理）」，「製缶・板金・溶接加工」と続く。 

(複数回答)(有効回答 116 事業所) 
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(2) 茨城県外へ外注している理由 

   「従来から取引があった」が 72.4％と最も多く，以下「発注品の加工に合致する設備を所

有していない」, 「生産コストが高い」と続く。 

(複数回答)(有効回答 116 事業所) 
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(2) 自社工場の拡張又は移転計画について（(1)で「増産計画がある」と回答した企業のみ） 

増産計画に伴う「自社工場の拡張又は移転計画」については，「検討していない」と回答し 

  た企業の割合が 78.8%となっている。              （有効回答 33 事業所） 
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「外注で対応する」が 51.5％となっている。    （複数回答）（有効回答 33 事業所） 
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(4) 外注対応方針（(3)で「外注で対応する」と回答した企業のみ） 

「従来の取引先に発注する予定」が 94.1％となっている。 

（複数回答）（有効回答 16 事業所） 
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多く，以下「インターネットで検索」，「各種展示会視察」と続く。 

 (複数回答)(有効回答 128 事業所) 

 

94.1% 

5.9% 

29.4% 

0.0% 

10.0% 

20.0% 

30.0% 

40.0% 

50.0% 

60.0% 

70.0% 

80.0% 

90.0% 

100.0% 

従来の取引先 国外の取引先 新規の外注先 

10.0% 
11.9% 8.8% 

16.9% 

63.8% 

35.0% 

56.3% 

13.8% 
11.9% 

9.3% 
7.8% 

8.5% 

13.2% 

58.1% 

28.7% 

55.0% 

6.2% 

19.4% 14.1% 

12.5% 

5.5% 

11.7% 

64.1% 

25.8% 

52.3% 

7.0% 

21.1% 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

公
社
か
ら
の
あ
っ
せ
ん 

公
社
が
主
催
す
る 

商
談
会
へ
の
参
加 

公
社
情
報
誌
＊ 

受
注
企
業
名
簿
な
ど 

  

外
注
先
企
業
か
ら
の
営
業

活
動 

各
種
展
示
会
視
察 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
検
索 

自
社
の
資
材
調
達
情
報 

の
公
開
展
示
会
等 

そ
の
他 

平成２１年 

平成２２年 

平成２３年 



10 

11 今後の外注方針 

  今後の外注方針については，「内製化を進める」の割合が 48.4％と最も多く，以下「新規下

請開拓を行っていく」，「複数の協力工場へ分散発注」，「特定企業への集中発注」，「技術指導及

び人材育成等の強化」と続く。             (複数回答)(有効回答 126 事業所) 
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   外注先企業に対しては，「生産コストの削減」の割合が 80.3％と最も多く，以下「品質管理

能力の向上」，「納期の遵守」，「技術力の向上」と続く。 

(複数回答)(有効回答 127 事業所) 
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13 輸出について（円換算で想定） 

(1)  輸出量の変化（前年「同月比」） 

    輸出量の変化については，「横ばい」と回答した企業の割合が昨年度比 13.5 増の 66.1%と 

  となった。                          (有効回答 62 事業所) 

 

 

(2) 工場全体におけるおおよその輸出割合 

工場全体におけるおおよその輸出割合については，「輸出なし」と回答した企業の割 

が昨年度比 6.8 ポイント増の 41.3%と最も多く，以下「10%以下」，「11～30%以下」と続

く。                                                (有効回答 109 事業所) 
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(3) 主な輸出地域 

工場全体におけるおおよその輸出割合については，「中国を除くアジア方面」と回答し

た企業の割合が昨年度比 2.4 ポイント増の 79.7%と最も多く，以下「中国」，「北米方面」

と続く。                                   (複数回答)(有効回答 59 事業所) 

 

 

14 海外からの部品調達について 

 (1) 部品調達の状況 

海外からの部品調達については，「既に調達している」と回答した企業の割合が昨年度比 

16.6%増の 62.1%となった。                  (有効回答 124 事業所) 
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(2) 今後の海外からの部品調達（(1)で「既に調達している」と回答した企業のみ） 

海外からの部品調達については，「現状を維持する」と回答した企業の割合が昨年度比 3.8

ポイント増の 42.9%となった。                                     (有効回答 63 事業所) 

 

 (3) 海外からの部品調達を強化していく主な理由（(2)で「強化していく」と回答した企業のみ） 

今後の海外からの部品調達を強化していく主な理由については，「調達コストの削減」が

97.1%と最も多くなっている。             (複数回答) (有効回答 35 事業所) 
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(4) 海外からの部品調達を縮小していく主な理由（(2)で「縮小していく」と回答した企業のみ） 

    海外からの部品調達を縮小する理由は，「品質の低下・不安定」，「納期管理の問題」，とし

た企業があった。                                       (複数回答)(有効回答 1 事業所) 

① 品質の低下・不安定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 事業所 

  ② 納期管理の問題・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 事業所  

 

 

15 東日本大震災について 

(1) 震災による被災状況について 

「影響があった」と回答した企業の割合は 87.3%であった。   （有効回答 134 事業所） 

 

 

(2) 震災の具体的な影響について（(1)で「影響があった」と回答した企業のみ） 

「建物」と回答した企業の割合が 85.5%と最も多く，以下「生産ライン・設備被害」，「製 

 （商）品・在庫品損傷」と続く。           （複数回答）（有効回答 117 事業所） 
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(3) 震災後の復旧状況について（(1)で「影響があった」と回答した企業のみ） 

「復旧している」が 59.8％，「一部損壊あるも問題なし」が 40.2％となった。 

                                      （有効回答 117事業所） 

 

(4) 震災による外注先の変更の有無について 

「変更しない」が 93.0％，「変更した」が 7.0％となった。   （有効回答 131 事業所） 
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(5) 外注先を変更した理由について（(4)で「変更した」と回答した企業のみ） 

   外注先を変更した理由として，「外注先企業の被災（生産設備の破損等）による代替発注」 

  が 6 事業所と最も多くなっている。           （複数回答）（有効回答 9 事業所） 

 

① 外注先企業の被災（生産設備の破損等）による代替発注・・・・・・・・・・6 事業所 

② 外注先企業が原発事故による避難地域に立地・・・・・・・・・・・・・・・4 事業所 

③ 被災による外注先企業の廃業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 事業所 

④ 低コスト等で調達できる外注先を開拓・・・・・・・・・・・・・・・・・・2 事業所 

⑤ 外注先企業との関係悪化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 事業所 
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